
(単位： 百万円)

金額 金額

23 ,623                   4 ,463 ,755               

預 貯 金 23,623                          支 払 備 金 9,968                           

129 ,694                  責 任 準 備 金 4,453,787                    

526 ,168                  6 ,914                    

3 ,852 ,767               2 ,973                    

国 債 59,500                          36 ,774                   

地 方 債 11,965                          未 払 法 人 税 等 714                             

社 債 38,078                          未 払 金 25,683                         

外 国 証 券 1,127,103                     未 払 費 用 4,324                           

そ の 他 の 証 券 2,616,120                     預 り 金 800                             

487                       金 融 商 品 等 受 入担 保金 40                               

保 険 約 款 貸 付 487                              リ ー ス 債 務 540                             

839                       資 産 除 去 債 務 127                             

建 物 303                              仮 受 金 4,543                           

リ ー ス 資 産 465                              41 ,766                   

そ の他 の有 形 固 定 資 産 70                                4 ,552 ,185               

4 ,558                     

ソ フ ト ウ ェ ア 4,505                           41 ,060                   

リ ー ス 資 産 52                                24 ,735                   

111                       資 本 準 備 金 24,735                         

93 ,820                   33 ,094                   

未 収 金 68,101                          利 益 準 備 金 399                             

前 払 費 用 163                              そ の 他 利 益 剰 余 金 32,694                         

未 収 収 益 11,435                          繰 越 利 益 剰 余 金 32,694                         

預 託 金 13,140                          98 ,889                   

仮 払 金 980                              10 ,957                   

29 ,961                   10 ,957                   

109 ,847                 

4 ,662 ,032               4 ,662 ,032               

科    目 科    目

（資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

無 形 固 定 資 産 （純資産の部）

コ ー ル ロ ー ン

金 銭 の 信 託 代 理 店 借

有 価 証 券 再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

再 保 険 貸

そ の 他 資 産 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

平成26年度（平成27年3月31日現在）貸借対照表

そ の他 有 価 証 券 評 価差 額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

価 格 変 動 準 備 金

負 債 の 部 合 計



(貸借対照表の注記)

１.

２.

　なお、小区分は次のとおり設定しております。
　　個人保険・個人年金保険
　　　ただし、一部保険種類・保険契約を除く。

３. 　デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ
取引を含む）の評価は時価法によっております。

４.

５.

６.

７.

　「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債
券（金銭の信託において信託財産として運用している債券を含む）を保有しておりま
す。

　責任準備金対応債券（金銭の信託において信託財産として運用している債券を含む）
に関するリスク管理方針の概要は以下のとおりであります。

　保険商品の特性に応じて通貨別に小区分を設定し、リスク管理を適切に行うために各
小区分を踏まえた全体的な資産運用方針と資金配分計画を策定しております。
　また、責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションが一定幅の中で一致してい
ることを定期的に検証しております。

　有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
(1) 建物及びその他の有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定率法を採用しております。
(2) リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　
　なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについて
は、３年間で均等償却を行っております。

従業員及び執行役員の賞与に充てるため、当年度末における支給見込額を未払費用に
計上しております。

　外貨建資産・負債は３月末日の為替相場により円換算しております。

　有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）はすべ
て時価のあるものであり、その評価は次のとおりであります。
(1)売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）
(2)「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取
　　扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備
　　金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）
(3)その他有価証券については３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算
　 定は移動平均法）
　　 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
　 ております。ただし、外貨建債券については、外国通貨による時価の変動に係る
　 換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については、為替差損益として処理す
　 る方法を採用しております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下｢破綻
先｣という)に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者 (以下｢実質破綻先｣
という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上することとしております。また、現状、経営破
綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下｢
破綻懸念先｣という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上することとしております。上記以外の債権については、過去の
一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上するこ
ととしております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行うこととしております。ただし、上記の手続きにて査定した結果、当社の
債権について全額回収可能と判断しましたので、貸倒引当金を計上しておりません。



８.

９.

１０.

１１.

１２. 　金融商品に関する事項は次のとおりであります。
(1) 金融商品の状況に関する事項

（単位：百万円）

預貯金
コールローン
金銭の信託

運用目的の金銭の信託
その他の金銭の信託

有価証券
売買目的有価証券

責任準備金対応債券
その他有価証券

(注)金融商品の時価の算定方法
① 預貯金及びコールローン

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　主な金融資産にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

貸借対照表計上額 時価
23,623

差額

33,521
―

129,694

　預貯金及びコールローンはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

―2,616,117

99,608
304,334
932,316

　責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につ
いては次の方式により計算しております。
(1) 標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告
示第４８号）。
(2) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特別
勘定にかかる保険料積立金については、保険業法施行規則第６９条第４項第３号に定め
る方式。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係
る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上
し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理して
おります。

23,623 ―

　価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

　無形固定資産の減価償却の方法
(1) ソフトウェア
　　利用可能期間に基づく定額法によっております。
(2) リース資産
　　リース期間に基づく定額法によっております。

　当社では、保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定と、それ以外の一般勘定に
区分して資産の運用を行っております。

　特別勘定の資産の主な投資対象は、貸借対照表上の有価証券に表示されており、契約
者の特定の目的を果たすために当社が管理及び運用している投資信託であります。
　一般勘定の資産の主な投資対象は、貸借対照表上の金銭の信託及び有価証券に表示さ
れており、安全性と中長期的な安定収益の確保を基本方針とし、債券を中心とした運用
を行っております。

　上記で保有する運用資産には、主に市場リスク及び信用リスクがあります。これらの
資産運用リスクの管理にあたっては、当社の資本、収益状況等を考慮し、リスク特性に
応じたリスク限度を設定し、適切にこれを管理しております。

　特別勘定の資産から生じる損益は責任準備金繰入額もしくは戻入益により相殺される
ため、当社の損益には影響がありません。したがって、資産運用リスクは基本的に保険
契約者に帰属することとなります。なお、特別勘定のもとで投資した有価証券は売買目
的有価証券として時価で評価されております。
　一般勘定における定額個人年金保険及び定額個人終身保険に係る運用については、Ａ
ＬＭ(資産負債総合管理)の観点から、市場リスク・信用リスク等に十分留意した上で内
外債券への投資を行っております。

1,031,924

129,694

304,334 ―

33,521

―

492,646
―

2,616,117

492,646

 



 

② 金銭の信託

③ 有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）

１３.

１４. 　有形固定資産の減価償却累計額は1,081百万円であります。

１５.

１６. 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、次のとおりであります。
　（繰延税金資産）
　保険契約準備金 百万円
　価格変動準備金 百万円
　その他 百万円
　繰延税金資産小計 百万円
　評価性引当額 百万円
　繰延税金資産合計 百万円
　（繰延税金負債）
　繰延税金負債合計 百万円
　繰延税金資産の純額 百万円

１７.

１８.

１９.

２０.

２１.

２２.

　保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条第１項に規定する
再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は
245百万円であり、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責
任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は27,877百万円であります。

　保険業法第１１８条に規定する特別勘定の資産の額は2,620,349百万円であります。
なお、負債の額も同額であります。

　３月末日の市場価格等によっております。また、投資信託は基準価額等に
よっております。

　消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、58,308百万円で
あります。

　金銭の信託内で実施しているデリバティブ取引は、取引先金融機関から入手
した価格によっております。

　担保に供されている資産の額は、現金等13,926百万円であります。

20,600
12,049
1,763

34,414
0

34,413

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　退職給付に関する事項は次のとおりです。

(1)採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。
 
(2)確定拠出制度
　当社の確定拠出制度への要拠出額は、130百万円であります。

4,452
29,961

　当年度における法定実効税率は30.8％であり、税効果会計適用後の法人税等の負担率
は22.9％であります。法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差
異の主要な内訳は、受取配当金の益金不算入等の永久差異△21.9％及び当年度の法定実
効税率と解消見込み年度の税率差異14.3％であります。

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）が平成27年３月31日に
公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引き下げが実施さ
れました。
　これに伴い、平成27年４月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異
等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.8％
から28.9％となります。
　この変更により、当期末における繰延税金資産が2,004百万円減少となります。ま
た、法人税等調整額は2,301百万円の増加となります。

　１株当たりの純資産額は8,347,680円38銭であります。

　保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末におけ
る当社の今後の負担見積額は4,597百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年
度の事業費として処理しております。



 

平成 26 年４月 １日から 

平成 26 年度                  損益計算書 

平成 27 年３月 31 日まで 

(単位： 百万円)

金額

1 ,572 ,927              

1 ,055 ,505              

1,054,049                   

1,456                          

513 ,412                

41,248                        

預 貯 金 利 息 128                             

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 40,816                         

貸 付 金 利 息 10                               

そ の 他 利 息 配 当 金 293                             

87,686                        

34,270                        

350,206                      

4 ,009                   

3,042                          

851                            

115                            

1 ,555 ,165              

967 ,903                

54,943                        

61,262                        

171,243                      

644,690                      

2,375                          

33,387                        

471 ,512                

471,512                      

35 ,300                  

0

184                            

34,893                        

222                            

70 ,829                  

9 ,620                   

8,401                          

1,217                          

2                                

17 ,761                  

1 ,642                   

12                       

1 ,630                   

16 ,118                  

3 ,766                   

△72 

3 ,694                   

12 ,424                  

科　　　　目

経　　常　　収　　益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

支 払 備 金 戻 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

金 融 派 生 商 品 費 用

為 替 差 損

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

そ の 他 の 経 常 費 用

経　　常　　利　　益

特　　別　　損　　失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

 



(損益計算書の注記)

１.   関係会社との取引による費用の総額は276百万円であります。

２.

３．

４．

５．　金融派生商品費用には、評価益が478百万円含まれております。

６．

７．　関連当事者との取引に関する事項は、重要性を勘案し、記載を省略しております。

８．

　１株当たりの当期純利益は944,179円79銭であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額は375百万円、責任準備
金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は85,623百万円であります。

　金銭の信託運用益には、評価益が46,513百万円含まれております。

　有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券0百万円、外国証券34,269百万円であります。

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。  


